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1．研究の概要

1．1研究の目的

　戦後の大量な住宅不足に対し，集合住宅を中心に計画

的な大量供給が行われた時期を，ここでは「マスハウジ

ング期」と呼ぶ。日本では1960年代から1970（以下’60

年代，’70年代と表す）年代前半にかけての時期がこれに

当たる。この時期に建設された集合住宅は，画一的な住

戸プラン，住棟配置や質的な水準の低さから，’70年代後

半には多くの先進国で見直しの対象となり，その後各種

の方向転換が図られてきた。

　しかし，そうしたマスハウジング期に建設された大量

の住宅は，その多くが今日も住まわれており，ほとんど

の先進国において今日の住宅ストックの大きな部分を構

成しているという現実がある。しかも，それらは，たと

え質的な水準が低いとしても，容易に建て替えることが

できないという問題がある。資源の有効利用という時代

の意識や廃棄物問題から，僅か30年程度しか経過してい

ない住宅を取り壊すことへの抵抗感がある一方で，例え

ば日本では，建て替えても容積を増やすことができない

といった建築基準法上の制約，また，分譲住宅において

は住民の4／5以上の同意が必要といった区分所有法上

の制約があり，建替を困難にしている。

　従って，当面重要な課題は，マスハウジング期に建設

された多くの住宅，殊に集合住宅を，今後とも住み続け

るに相応しいストックとして，いかに手を加え，再生さ

せるか，その手法である。この課題に関しては，既に既

存建築物の改修工事が建築市場に占める割合自体大きく

なり，それに向けて技術や制度の編成が進んでいる欧米

諸国の取り組みが先行している。但し，それらも現段階

では個別対応的であり，国際的な情報の交換や蓄積は行

　こうした状況を踏まえ，本研究ではデンマーク，フラ

ンス，ドイツ，日本，アメリカの5カ国で行われている

再生手法の技術，制度，体制面からの体系的な整理を，

主として詳細な事例調査とその比較分析を通して実行し，

その結果を受けて日本での今後のストック再生手法のあ

り方を見極めるとともに，現在都市への急速な人口集中

とマスハウジングを経験しつつある多くの発展途上国に

とっても有益な資料を提供することを目的とする。

1．2研究の背景と方法

1．2．1　マスハウジング期に建設された集合住宅の位置

　　　　付け

（i）デンマーク

　デンマークでは，住宅不足の早急な解消を目指して，

’60年に住宅省が「住宅工業化計画案」を立案，その後，

’70年代にかけてPCa大型パネル構法を中心として大量

の住宅建設が実施された。主要な実施主体は世界でも最

古の歴史を有する非営利住宅協会約650団体であり，そ

れらによる供給はすべて賃貸住宅としての供給であった。

今日の新設住宅戸数が年間約1万5000戸であるのに対

し，’70年代前半には最高7万戸を記録しているから，こ

の国におけるマスハウジング期は文字通りに特徴的であ

る。’93年現在，国内ストック総数は240万戸だが，’60

年代，’70年代の20年間に建設されたものはその34％を

占めている。

　しかし，マスハウジング期に建設されたPCa大型パネ

ル構法による集合住宅の内，特に初期のものは，目地部

の施工不良等を主因とする漏水等の問題に悩まされるこ

とが多く，予想以上に維持保全費が嵩み，家賃上昇とそ

れに伴う空室の増加，その結果としての各住宅協会の経

営悪化を招く事例が増加していった。こうした事態に対

応するべく，’80年代半ばには約650の住宅協会の互助会

として，維持保全を含む不良ストックの再生資金を積み

（ii）フランス

　フランスでのマスハウジング期は，政府が集合住宅建

設を優先する市街化区域（ZUP）を全国200カ所に指定し
　　　　　　　　　　　　た’58年末に端を発したと見傲すことができる。新設住

宅戸数は72年に最高値（年間55万戸）を記録したが，そ

の後は減少し，’90年代には年間30万戸を超えることはな

くなっている。従って，マスハウジング期は概ね’60年

から’70年代前半にかけての時期と捉えられる。’60年か

ら’75年までに建設された住宅はその2／3が集合住宅で

あり，更に，その2／3が公的資金を利用して建設された
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 ものである。その住宅総数は719万戸であり，国内ストッ

 ク総数の27％を占めている。この時期の建設にはカミュ，

 コワニエに代表されるPCa大型パネル構法が積極的に適

 用されたが，早くも’70年代半ばには，デンマークの場合

 と同様に早期の劣化と維持保全費の上昇に起因する居住

 者の転出が問題となり始め，’74年に’50年代以降’建設の

 不良団地を対象とした修復政策の検討が行われ，’77年

 からは年間20万戸の公共住宅を修復・再生する事業が実

 施に移され今日に至っている、、

 （iii）ドイツ

 　旧西ドイッでは，’56年の第2次建設法の制定以降公

 的集合住宅の大量供給が本格化し，フランスと同様’72年

 に過去最高の新設住宅数71万戸を記録するまでの間をマ

 スハウジング期と捉えることができる。ただし，前2か

 国とは異なり，PCa大型パネル構法の適用はほとんど見

 られず，’60年代の半ばですら，新設住宅全体の3～4％

 を占めたに過ぎない。一方，旧東ドイツでは，’55年に

 工業化構法を用いた大量な公的集合住宅建設の計画を政

 府が決定し，それ以後の時期には標準設計に基づいたPC

 a大型パネル構法による建設が主となった。東西統一後

 の現在，’58年から’78年の21年間に建設された住宅は，

 ストック総数の43％（内’58年～’68年が23％）を占めて

 いる。

 　旧西ドイツでは，これらのストックからの高所得者の

 転出が相次ぎ，社会的弱者のみの集積と家賃収入の減少

 表1－1

 という問題に直面し、これへの対応として再生事業の必

 要性が増している。一方，旧東ドイツでは，自治体の財

 政悪化に起因する不十分な維持保全から劣化の進行が早

 く，現在起こりつつある私有化への移行に当たって再生

 事業を施す必要が強く認識され，実行に移されている。

 （iV）日本

 　前3か国と同様の観点からすれば，’55年日本住宅公

 団の設立から過去最高の新設住宅着工数190万戸を記録

 した’73年までがマスハウジング期に当たる。しかし，

 前3か国と比較すると，新設住宅数に占める集合住宅及

 び公共賃貸住宅の比率が一貫して低かった点で特徴的で

 ある。なお，’61年から’75年の15年間に建設された住宅

 はストック総数の31％を占めている。

 （V）アメリカ

 　アメリカは他の4か国とは異なり，政府あるいは公共

 機関が主となって大量に集合住宅建設を行ったという意

 味でのマスハウジング期を特定することが困難である。

 そもそも1棟に3戸以上を有する集合住宅の比率が少な

 い（現在のストックでは約25％）上に，公共住宅の比率

 が少ない（ストックでは約10％）ことがその背景にある。

 住宅都市開発省（HUD）が設立された’65年以降’70年代

 前半までの間には連邦助成プログラムを受けた集合住宅

 団地建設も少なからず見られたが，そのほとんども民間

 開発であった、、なお，’60年から’79年の20年間に建設さ

 れた住宅はストック総数の39％を占めている。

 調査対象とした再生箏例一覧

 建設年  延床面積 住戸規模（括弧内は 特徴（括弧内は
 Nα  所有形態  戸　　数
 経過年／国名 再生年  階数 疫室数）  建築物の杣造）

 オークルバークン ’68～’69  694戸（前） 23168㎡ 57㎡から134㎡。最 増築．外部及ぴ補修を含む複
 1  公共賃貸住宅  も多いタイプは120 合的再生プロジェクト（PC大
 27年／デンマーク ’92～’94  780戸（後） 4～9F  ㎡で150戸。  型パネル）

 グラン・バルク ’69  20052㎡ 16㎡から1OO㎡。量 断熱性向上，パルコニーの設
 2  公共賃貸住宅  288戸  も多いタイプは78㎡ 竈および外む整備（P　C大型
 27年／フランス ’86  4～8F  　　　一で150戸。 パネル）

 口，ホ・シュトラ，セ ’68～’69  16625㎡ 25㎡（1）50戸，35㎡ 断熱性向上（P　C大型パネル
 3  公共賃貸住宅  240戸  （2）75戸，60㎡（3） ：WHHシステム）
 27年／ドイツ ’91～’93  25F  75戸、90㎡（4）40戸。

 ペルリン・ミ，テ ’66  23168㎡ 22㎡（1）82戸，34㎡ 断熱性向上（P　C大型パネル
 4  公共賃貸住宅  409戸  （2）123戸，56㎡（3） P2システム）
 30年／ドイツ ’91～’93  ■  121戸，84㎡（4）83戸。

 大規模改修A ’74  19242㎡ 60．5㎡から85．2㎡。 外壁の改修・塗装，共用部分
 5  民間分誠住宅  221戸  最も多いタイプは の槙様替え等複合的大規模修
 22年／日本 ’93～’95  7F  75．6㎡で11戸。 繕（S　R　C造）

 住戸内改修B ’78  1戸  12368㎡ 住戸専有面杣は76㎡ 一住戸内の質向上のための再
 6  民間分該住宅 （総住戸数：  でバルコニーはな 生（S　R　C造）
 18年／日本 ’95  131戸  7F  い。

 2戸1改造C  ’76  44戸（前） 3080㎡ 住戸専有面棚は97．2 住戸面棚拡大を目的とした2
 7  公共賃貸住宅  ㎡（後）でパルコニ 戸1改造（S　R　C造）
 20年／日本 ’96  29戸（後） 11F  一面杣は15．85㎡（後）

 べニンクバーク ’64  公共賃貸住宅（前）  ’  55㎡（1）．75㎡（2）、 HUDから民間への払下げに
 8  281戸  82㎡（3）。  伴う建築および外むの再生
 32年／アメllカ ’95  民間賃貸住宅（後）  主に3F  レンガ造十木造）

－290－



1．2．2再生手法を比較する視点

　本研究では，前項に示した5か国に関して，マスハウ

ジング期に建設された集合住宅の内容と量的な位置付け

を整理し，その再生工事の一般的な状況についての資料

収集を行った上で，再生工事については各国ともに個別

性が強いという現実を考慮し，各国のマスハウジング期

において典型的であった構法による集合住宅という条件

のもと，各国少数（1～3事例）の再生事例を選定し，

できる限り詳細な内容を調査し，その結果を比較分析す

る方法をとった。それら事例の概要は表1－1に示した通

りである。

　調査分析の主な視点は，第1に再生工事において何が

成されたか，その細かな内容と費用，第2に再生工事の

費用がどのような財源によって補われたか，即ち再生工

事の経済的な成立条件，そして第3に再生工事に関わる

意思決定がどのような主体によりどのような過程で成さ

れたか，即ちその組織的な成立条件である。

2．再生工亭の内容と費用

2．1再生工事内容の分類

　8事例の再生工事前後の各種図面及び工事費内訳書に

基づいてそれぞれの工事内容を抽出・整理したのが表2

－1である。まず，8事例に現れたすべての工事内容は，

その対象によって住棟，住戸，外構，他（主として他の

表2－1

工事に付随する仮設等）に分類できる。国によって詳細

は異なるが，これら対象の区分は意思決定の主体や費用

の負担方法等の違いを反映できるという点で合理性を有

する。

　住棟を対象とする工事は，更にその施される部位によ

って外壁・屋根，断熱，共用設備，共用部分に分けられ

る。欧州3か国（事例1～4）では，二度にわたる石油

危機以降住宅の省エネルギー性に関わる規準が強化され

た経緯があり，再生工事に当たっては外壁の断熱強化が

図られるのが一般的であり，ここで取り上げた4事例に

おいてもすべて外部開口部の複層ガラス・断熱サッシヘ

の取り替え（A2）と旧外壁面に外側から断熱層を付加

する工事（B1）が含まれている。また，いずれの国に

おいても外壁・屋根の劣化が再生工事着手の切っ掛けと

なることが多いことを反映し，専用住戸一戸内の改造だ

けが行われた事例6（日本）と住戸面積拡大のために二

戸一改造を主内容とする事例7（日本）を除くすべての

事例で，外壁・屋根の防水強化・仕上げ付加（A1）が

含まれている。特に外断熱を施す場合には，旧来のコン

クリート外壁を保護する形で窯業系或いは金属系のサイ

ディングやレンガ等による外壁が新たに設けられる。

　共用設備については，配線・配管の老朽化からこれを

取り替えたもの（C1，2）が5例見られる。また，居住

者の高齢化に伴い外付け方式でエレベーターを新設する

7事例の再生工事内容

事例（括弧内は国名略称〕■箏例1（D〕鰯灘離事例2‘F〕嬬脚箏例3（C〕断熱性向上箏例4‘c」断釧生向上事例5（」j鵠破損事例7（』〕住戸面績拡張
対象主な工事積

事例8fu〕誰鯛向上

大分類 小分類
住棟＾、外壁・屋根＾1．舳二一鳩故・室内化● ■ ● ● ■ ●

＾2．開口部 ● ● ● ● ●
＾3．屋上または屋根● ■ ● ● ●
＾4、大工事（榊造物付加1＾5．小工事（塗装，了ンカーピン等」

■■
●●

● ●
8．断熟Bi、外壁の断熟B2．屋上と屋根■の断熟● ●● ● ●

C．共用設備 ● ● ●●Cl．電気、ガス　　■C2．給排水配管
● ●

C3．エレベーター ●
」皿一［…■一1■o．共用部分o1桂 ●

皿2．梁 ●
皿3、階段 ●

■ 一1
●●

D4．床
■ ● ●■●皿5．エント7ンスD6．地下
●

固7．共用施設 ● ● ●
住戸嘔．共用部分尼1．界壁の除去・移助 ● ●

嗜2．バルコニーの増設・窒内化● ● ● ●
●●蘭、台所64、浴室

●
旧5．トイレ旧6．8気，ガス●● ■

●
旧7．暖房眠術 ● ● ●
旧8．間仕切り ● ●●
嗜9．床
E10．天井

●
●●

E11．建具
E12．塗装E13．防音 ●

●
外榊 r、外部空間r1．植栽・遊び場 ■ ● ●

F2．フェンス ■ ● ● ■
r3．駐車場 ● ● ● ●
r4、基礎トレイン ●

●●0．共用部分o1．解体工事C2．日営の整術 ●

03．一般要求 ● ●
c4、共遍仮設工箏 ●
C5．足場仮敬工箏 ●
C6．エクスペンションの新設 ■

注1箏例1の屋上増築．外欄整備および箏例6の住戸内改修については工箏費内訳不明のため省略する。
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  工事（C3）は欧米で一般的に見られるが，今回は工事

  例のみに含まれている。共用部分については，劣化部分

  の補修の他に，コミュニティの再生と関連してエントラ

  ンス部の模様替え（D5）やその周辺に位置する集会室，

  洗濯室等共用施設の新設（D6，7）を行った例が複数

  （事例1，2，5，8）、見られた。このことは，植栽・遊び

  場，フェンス，駐車場の新・増設を主とする外構に関し

  ても同様である（事例1，2，4，5，8）。

  　住戸に関しては，戸当たり面積の変更を目的とするも

  の（E1，2），住戸内設備の仕様向上を目的とするもの

  （E3～7），内装・間取りの変更を目的とするもの（E

  8～13）の3種が見られる。戸当たり面積の変更につい

  ては，簡易な方法としてのバルコニーの室内化（事例1）

  以外に，バルコニーの新設（事例2），界壁の移動・除去

  （事例7，8）の方法が見られたが，再生工事の一般的な

  状況についての調査では，他に住棟に新たな接続棟を付

  加する形での増床がデンマーク，フランス，日本の3か

  国で見出された。住戸内設備や内装・間取りに関する工

  事は各国間に大きな差異を認めにくいが，戸当たり面積

  の変更については，避難経路としてのバルコニーの位置

  付け，界壁の構造上の扱い等から，日本と他の4か国の

  間には技術的な対応可能性の違いがあることは明らかで

  ある。

  2．2再生工事の内容別費用構成

  　前節で示した各再生工事における工事内容を示す項目

  それぞれの位置付けを明確にするため，表2－2に詳細な

  資料の得られた7事例の一戸当たりの工事費内訳を相互

  比較できる形で示した。各国間で建設物価水準や要求性

  能，工事に関わる安全規準更には工事費目の区分法等が

  一律とは言えない上，換算レートが変動するので，円換

  算した各工事費の高低を議論することは困難であるが，

  欧州内の3か国では工事内容に共通性が高く，また現実

  に建設業及び建設資材の地域間移動が活発であるので，

  この範囲での議論は比較的容易と考えられる。

  　　注：このほか内訳不明のため表に籔せていないものとして箏
  　　例1（Ｄ）屋上均集1930836円／戸、事例1（D）外構整備1106000円／
  　　戸、箏例6（J）住戸内改修B14000000円／戸がある。
  　　小計は百の位で、割合は小数算一位でそれぞれ四捨五入して
  　　いるため、総計と一致しないものもある。
  　　尚、事例5は表に載っているものの他、鉄部等塗装・研磨清掃
  　　の66000（5％）およぴ金物等雑改修工事（フェンスを含む）の
  　　200000（15％）が工事費用としてかかっている。
  　　換算レート：1Kr＝20円、1Fr＝20円、1DM＝80円、＄1＝110円
  　　■：枠を150万円で設定
  　　1：枠を300万円で設定
  　　’1：A1・仕上げはB1・外壁の断熱の中に含まれる
  　　’2：C2・給排水配管は浴室及ぴES．トイレの1192000に含
  　　まれる
  　　’3：Ａ3。屋上または屋根及びE2、バルコニーの合計はA1．仕上
  　　げの466000に含まれる
  　　’4：E11．建具の一部はDS．エントランスの99000含まれる

  表2－2  7事例の再生工事内容別費用（円／戸）

  大分類ノ小分類   事例1（D）補修

  A．外壁・屋根
  ＝40800017％

  A1．仕上げ   　　　　　　　　．1■　　　　■　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　■　　　，■　　　　一　　　　・　　　　‘
  AZ開口部   126200ρ（10％）
  A3．屋上または屋根   ■　一　　’　　「　　一　　’　　一　　一　■　　■　　1　　　17600ρ（7％）
  A4．大工事（構造物付加）  ■　　一　　’　　■　　■　　’　　■　、1　　’　　’　　’

  A5、小工事（塗装，アンカーピン等  一一一÷一一一一一一一

  B．断熱
  1110100043％

  B1．外壁の断熱
  一　　一　　一　　’　　一　　’　　一　一一　　’　　一　　一  B2．屋上と屋根真の断熱   平1010φ（43％）

  C．共用設備   10700g（4％）

  C1．電気，ガス
  ■　　■　　一　　　’　　　■　　　一　　一　　’■　　1　　’　　　1  C2、給排水配管   1070⑩（4％）

  C3．エレベーター   一　　　　’　　　　■　　　　，　　　　一　　　　■　　　　一　　　■’　　　　’　　　　一　　　　一

  D．共用部分
  73500029％

  D1．柱
  D2．梁

  一｝　　＿型q理一（一1幼　　　　　’　　　　　■

  一　　　　一　　　　’　　　　■　　　　1　　　　一　　　　■　　　　一　　　　’　　　　■  D3．階段

  D4．床   一　’　■　　「　’　　■　一　　’　■　■　一

  D5．エントランス   ’　　■　　■　　一　　’　　■　　一　．’　　’　　■　　一

  D6．地下
  　　　522000（21％）一　　　　一　　　　一　　　　’　　　　1　　　　1　　　　’　　　1■　　　　一　　　　一　　　　一

  D7．共用施設
  　　　104000（4％）■　　一　　’　　ユ　　■　　一　　’　1’　　■　　’　　■
  89000（4％）

  E住戸内

  E1．躯体の切断
  一　　　　■　　　　一　　　　＾　　　　1　　　　■　　　　■　　　　一　　　　■　　　　■　　　　■  E2．バルコニー
  ＿　　＿　　一　　’＝　＿　　＿　　’　　＿　　＿　　一　　一  E3、台所
  一　　’　　＿　　』　　一　　一　　＿　　’＿　　■　　一　　’  E4．浴室
  】　＿　　一　　二　　’　　＿　　一　’一　　＿　　＿　　一  E5．トイレ

  E6．電気，ガス   一一一二一一一、一一一一

  ■　　一　　’　　』　　＿　　一　　一　■’　　＿　　■　　■  E7．暖房設備
  一　　　L　　　　■　　　　’　　　一　　　　’　　　■　　■■　　　■　　　一　　　’  E8．間仕切り
  ■　　　　　’　　　　　■　　　　　’　　　　　■　　　　　’　　　　　‘　　　　　■　　　　　■　　　　　■　　　　　一  E9．床
  一　　＿　　＿　　二　　一　　’　　＿　　＿　　1　　一　　’  E1O．天井
  一　　＿　　■　　二　　一　　＿　　＿　　一　　’　　一　　＿  E11．建具

  E12．塗装   1　　一　　一　　　’　　■　　　■　　1　　．一　　一　　’　　一
  E13．防音   ■　　　一　　　’　　　1　　　一　　　’　　　■　　1■　　■　　　1　　　■

  F．外部空間
  1560叫（6％）

  F1、植栽・遊び場
  一　　　一　　　’　　　　r　　　　一　　　一　　　一　　　■　　　■　　　■　　　一  ㎜．フェンス
  ’　　　　　■　　　　　1　　　　　一　　　　　’　　　　　■　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　　’　　　　　’  F3．駐車場   　　　156000（6％）■　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　■　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　’　　　　　’　　　　　　一

  F4．基礎ドレイン

  G．他

  G1．解体工事
  ■　　　　　　’　　　　　　’　　　　　　　■　　　　　　■　　　　　　■　　　　　　1　　　　　　’　　　　　　■　　　　　　一　　　　　　■  G2．日常の整備
  ’　　　　一　　　　一　　　　，　　　　一　　　　一　　　　一　　　　’　　　　■　　　　一　　　　一  G3．一般要求
  ’　　　　■　　　　1　　　　，　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　1  G4．共通仮設工事
  ■　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　’　　　　　　’　　　　　　’　　　　　　’　　　　　　■　　　　　一　　　　　　一  G5．足場仮設工事

  G6．エクスパンションの新設  一　　　　一　　　　　■　　　　　1　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　’　　　　　‘

  総計   2，536，023円／戸

－292－



（表2－2のつづき）

2（珂 3（G） 4（G） 5（J） 7（J） 8（U）

13600012％ 58300023％ 61300014％ 61200047％ 二252000：10％

■　　　　　　’
一11幽⊂唖）　　　　　　　　　　　　．1一　　　一　　　一　　　一　　　’　　　■　　　■　　■’　　　一　　　一　　　　　　　　　　　　　．1一　　　’　　　一　　　F　　　’　　　’　　　『　　■　　　■　　　’一一一幽映（三⑫）

’　　　■　　　’　　．’　　　’　　　’　　　’　　　一　　　一　　　一
＿一1二型幽ρ班

200〕ρ（2％） 583000（23％ 二484000（11％）
■　　一　　■　　■　　■　　1　　」　　■　　’1　　1　　■　　」　　1　　■　　■’■　　一　　■1　　1　　1　　一　　一　　一　　二一　　’　　’　　一　　　　　　　　　　　　．3’　　’　　’　1’　　’　　’　　’一一　　一　　’

660001（3％）
一　　一　　■　　一　　1　　一　　τ　　■　　■　　■ ■　　　’　　　■’　一　　一　　一　　　一　　’　　　’　　　一129000（3％） 11460001（6％）
’　　一　　一　、一 ’　　　　　’　　　　　’　　　　　1　　　　　一　　　　　’　　　　　　■　　　　　■　　　　　■　　　　　■一　　一　　’■■　　■　　■　　■　　一　　一　　一
’　’　’　’　一　一　・⊥　一　一　一一　　’　　一　　一　　■　　一　　」　　一　　一一　　一　　一　　」　　一　　一　　一一　一　　一　　一’　　＿　　’　　’　　’　　’　　⊥　　‘　　＿　　＿＿　　＿　　＿　　’■　　一　　■　　■一　一　　一　　一一　　’　　’・　’　　’　　＿　　⊥　　＿　　＿　　一3400φ（3％） 14600g（11％） 290001（1％）

127200025％ 99600040％ 155100036％

244000（22％） 996000 1551000
1　　一　　一　’一　　一　　一　　二　　一　　■　　一一　　一　　一！　一　　一　　一　　」　　一　　一■　　一　　一　　」　　■　　一　　一’　一　　■　　一一　　■　　一　　一　　一　　一　　二　　一　　一一　　一一　　一　　一　　I一　　’　　一　　一’　L　　＿　　＿1　　■　　一　　’　　’　　＿　　⊥　　■　　1　　■280岬（3％） 1（40％） 1（36％）

12α〕O1％ 40000 1％ 18500〔i14％ 451000’17％

一＿＿．一卿0⑩C吻
一　　　　　一　　　　　　■　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　■　　　　　　■　　　　　■

一一＿ユ堕Q0qq物）
一　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　’　　　　　一　　　　　一　　　　　　一　　　　　　’

一一一埜理00ユ凹班

＿　　■　　＿　　＿　　’　　’　　二．　’　　’　　’＿　　’　　’　　’　　’　　’　　」　　一　　一
　　　　　　　　　　　　．2一　　一　　一　　」　　一　　一　　一’一　　一　　’

＿　　’　　’’　’　　’　　’　　工　　一　　一　　＿＿　　＿　　■　’■　　■　　一　　一　　一　　一　　一
　　　　＝1820001（7％）一　　　　’　　　　一　　　■　　　■　　　■　　　一　　　I　　　－　　　1

400001（1％）

90000 8％ 87000 7％ 二36400014％

一　　　　一　　　　一　　　1　一　　　　一　　　　一　　　　’　　　　一　　　　一　　　　一一　　　　一　　　　一一　　　　一　　　　一　　　　■　　　　一　　　　■　　　　一1　　　　一　　　■　　　　』　　　1　　　1　　　　■1　　－　　　　1　　　　一一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　’　　　一　　　一　　　一’　　　　’　　　　“　　　　』　　　　　■　　　　　■　　　　　■　　　　　■　　　　’　　　　■一　　　■　　　一1　一　　　’　　　’　　　⊥　　　■　　　■　　　■
一　　一　　一　。一　　一　　一　　〒　　一　　一　　一一　　　　　　　一■＝　　一　　一　　一　　「　　一　　一一　　　一　　■　　F　　一　　一　　一■　一　　　一　　　■一　　　一　　　＾　　　一　　　■　　　一　　　，　　　一　　　一　　　’’　　’　　‘　　。■　　■　　■　　一1　一■一 一　　一　　’．　’　　1　　■　　，　　一　　一　　’　　　　　18000（1％）一　　　　一　　　　■　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　■　　　　一　　　　’　　　　‘610001（2％）
一　　　一　　　一　■　一　　　一　　　一“　　　一　　　　■　　　　一■　　　一　　　一　　　F　　　－　　　1　　　＾　　一　　　■　　　一’　　　’　　　■　　1■　　　■　　　1　　　1　　　一一一 ’　　■　　■．■　　■　　■　　，　　’　　一’670001（3％）
’　　　　’　　　　’　　1　’　　　　一　　　　’　　　　・　　　　’　　　　’　　　　’’　　　　　　　’，　　　’　　　’　　　一　　　一　　　一　　　一一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　’　■　　　’　　　　　’　　　　　’’　　　　’　　　　　一　　　　■　　　　■　　　　■　　　　一　　　　■　　　　一　　　　一’■ ■　　■　　　■、　■　　一　　一　　一　　■　　■　　■4000（4％） 56000（4％） 99㎜1（4％）
一　　一　　■　11　　一　　一　　べ　　■　　一　　一1　　　　　　　一一　　一　　‘　　■　　」　　’　　’一　　’　　一　」　’　一　＿　■　　■　　■一　　一　　一　一‘　　’　　＿　　＿　　1■一 一　　　一　　　一■　’　　　■　　　■　　　一　　　1　　　一　　　一46000（4％）
一　　　’　　　’　　’’　　　一　　　一　　　『　　　一　　　一　　　一’　　　　　　　　一一　　　　一　　　　一　　　　■　　　　一　　　　一　　　　’　■　　’　　　　■　　　　　■■　　　　　’　　　　　　■　　　　　■　　　　　’　　　　　■　　　　　　■　　　　　■　　　　　■　　　　　11　　　　一　　　　■　　　　’　　　　　一　　　　　一　　　　　一　■　　　’　　　　一　　　　’■　　　一　　　■。　一　　　一　　　一　　・　　　一　　　■　　　一13000（1％） 11370001（5％）

23800022％ 91600037％ 185700043％ 30420α〕79％ 193000036％
770000

一　　一　　1・一　　一　　一’　一　　■　　■　　一一　　一　　一　　〒　　一　　一　　一　一一　　一　　一一　　　一　　　■　　’一　　　一　　　一　　　『　　一　　一　　　一’　　一　　『　　‘　　’　　　一　　F　　一■5一1一’一■■，て2脇）’　　一　　　■　　　■　　　■　　一　　　㌣　　一　　一　　■
■　　　　　　　■一1一蜘O町珊一　　一　　一　　「　　一　　一　　一　　．一　　一　　一一　　　■　　　■　　F　　一　　　一　　　一1　一　　　■　　　一一　　　　一　　　，　　　’　　　■　　　　■　　　　｝　　　　一　　　■　　　　’■　　　一　　　一　　　F　　　一　　一　　　一　　　一　　　一　　一’
一　　一一　一　一　　一　　一　　一＝　一　　一　　一一　　　　　　　　’’　　’　　’　　一　　L　　一　一’　　’　　「　　■　　■　　1　　7　　一　　一　　1一　　一　　一　、一　　一　　一　　’　　’　　L　　’

一　　一　　一　　一　　一　　一　　二　　一　　一一　　一

、1叩㍗　■

’　　　’　　　’　．’　　　’　　　’　　　．■　　一　　　一　　　’■　　　　・　　　　■　　　　’　　　■　　　一　　　‘　　　』　　　　一　　　　一一　　　　　　　1 一　　　　　一　　　　　’　　　　　’　　　　　　’　　　　　■　　　　　■　　　　　■　　　　　■　　　　　1一一　　　　　’　　　　一　　　　　’　　　　■　　　　一　　　　1　　　　一　　　　■　　　　　　62000（6％）一　　一　　一　1一　　一　　一　　、　　一　　一　　一
一　　　　　一 一　　　一　　　一　　　F　　　一　　　’　　　’■　　■　　　■　　　　■■　　　　■　　　　　、　　　　1　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一■　　　　一　　　　一　　　　’　　　　一　　　　　’　　　　■　　　　’　　　　　一　　　　　■I　　　　　一　　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　‘　　　　　一　　　　　■　　　　　1　　　　　■．一一1型理叫吻
■　一　一　　一＝　一　　一　　一　　一　　一　一■　　■　　　一　　　F　　　一　　　一　　一■　一　　　一　　　一’　　　一　　　『　　一　　　‘　　　一　　　｝　　　’　　　■　　　一一　　1　　－　　F　　■　　一　　一■　■　　一　　一・　　　　　’916000（37％

一　　一　　一　・’　　一　　’　　　干’　　　　　’　　　　　■・　　一　　’　　■〒　　■　　■　　’　　．・　　一　　’
　　　　　　　　　665000．　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　■　　　　　一　　　　一　　　　　■　　　　　一

■　　　　　一　　　　　■　　　　一　　　　一　　　　一　　　　‘　　　　一　　　　一　　　　一一　　　　一　　　　一　　　　’　　　　’　　　　　’　　　　　■　■　　　■　　　　　一　　　　　一
　　　　1289㎜二（11％）一　　一　　’。　’　　■　　　■　　‘　　一　　一　　一

　　　　　　　　　＝（15％）■　　　　　一　　　　　’　　　　　■　　　　　1　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　　　　　886000一　　　　　一　　　　　’　　　　一　　　　　一　　　　　　1　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一1217000＝（8％）
一　　一　　一　・’　　一　　’　　　〒’　　　　　’　　　　　■’　　一　　一　　1　　1　　■　　1　　F　　■　　1一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　一　　　　　1　　　　　一　　　　　‘　　　　　一　　　　　一　　　　　一一　　’　　一．　■　　　■　　　1　　　‘　　一　　一　　一
1　　一　　■　。■　　一　　一　　一一　　　　　　　一　　　　　　　一一　　一　　一　　7　　一　　’　　■．　■　　■　　■■　　一　　■．　■　　■　　’　　F　　■　　1　　一

一一一r＿．P狗 　　　　　22000二（1％）1　　　一　　　一　　　一　　　’　　’　　　㌣　　　’　　　■　　　1

一　　一　　一　　’　　一　　’　　二’　　　　　■　　　　　■1　　■　　一　　■　　一　　■　　L　　’　　■■　　■　　1　　■　　一　　一　　一一。　一　　一　　一一　　一　　「　　一　　一　　一　　7　　一　　一　　一
　　　　　　　　　　770000一　■　一　．一　　‘　　一　　一・一　■　一理勉）＿1＿＿＿　＿一一　　　　　　　　　7

＿＿＿・＿＿8①〕りc工勉
一　　一　　一一　　一　　一　　一　　」　　一　　一一　　一　　■　　「　　■　　■　　■。■　　■　　■一　　■　　一一　1　　一　　■　　i　　■　L　一

一一一二螂O叫雌
’　　＿　　＿’　＿　　’　　’　　　　　　＿　　　　　　　　　丁

二壬

一　　一　　’　’・　　’　　■　　「　　一　　一　　一’　　　　　一　　　　　　’　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　　一一　　　’　　　■　　　■　　　■　　　一　　　一1　　一　　　一　　　　一一　　　一　　　　’　　　一　　　　一　　　　一　　　　』　　　　一　　　一　　　　一
　　　　　308000（8％一　　　　　一　　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　’　　　　　■　　　　　■　　　　　　■　　　　　　■　　　　　690㎝（3％）1　　一　　一一　一　　一　　一　　’　　一　　一　　一

2000（O％）

35801地32％ 二2790006％ 530 0％ ・366000114％

一　　一　　’　　†　　一　　一　　’　　i．　　■　　一一　　　　　’一　　　　一　　　　一　　　　一　　　一　　　一　　　一‘　　　　1　　　’　　　　■　　　　一　　　　1　　　　』　　　　’　　　　一　　　　・一　　　　一　　　■　　，■　　　一　　　一　　　　一　　　一　　　　■　　　　一
一一＿2幽0u趾

一　　’　　■　　一．一　　一　　’　　宇■　　一　　　1　　　一一　　　一　　　一　　　｝　　　一　　　’　　　一　　■一　　　一　　　一一　　　　　‘
12理Φし酌

’　　’　　一　　　■　　　■　　■　　L　　’　　　一　　　一’　　1　　1　　’■　　■　　1　　一　　一　　■　　　一
一一一哩μ沙

53φ（O％）
一　　一　　一　　一　　‘　　‘　　ユ　　■　　■　　一一　　一　　。一　　一　　一　　一　　一　　一　　一

11560001（6％）
1　　　　　　　一＝　　一　　一　　一．　1　　一　　一一　　’　　「　　■　　■　　1　　干　　一　　一　　一一　　一　　■　　一■　　1　　一　　■．　一　　1　　■■　　一　　一　　■　　一　　一　　7　　一　　■　　一二135000：（5％）

14900012％ 80900021％ 1250000＝10％
501000（13％） 74000（3％）

■　　　一　　一　　1一　　　■　　　■　　　1　　　■　　　一　　　一一　　　　　　　一’’　　一　　一　　一　　F　　一　　■一　　　　■　　　一　　　1　　　一　　　・　　　■’　　1　　　1　　　　1一　　　　一　　　　＾　　　一　　　一　　　　一　　　　・　　　一　　　　’　　　　・1　　　　一　　　　一　　　’　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　　一　　　　　一‘　　’　　・。　一　　一　　’　　‘　　‘　　’　　．180001（1％）

－293－



 　一住戸当たりの再生工事費総額については，8事例す

 べてで得られている。分譲住宅の一屠住者が自住戸内の

 工事だけを行った事例6（日本）は，予算決定の根拠が他

 とは大きく異なり，1400万円／戸と特異値を示している

 が，他の7事例については，各国の世帯平均年収と同等

 あるいはそれ以下（110～430百万円／戸）の範囲に収ま

 っている。

 　工事項目の位置付けに関しては，外壁の改修と同時に

 外断熱工事，サッシ交換工事を施した欧州の4例が類似

 する傾向を示している。即ち，断熱工事（新しい断熱層

 の上に施されている外壁仕上げの費用はA1ではなくB

 1に含まれている）が中心的な支出項目（25～43％）で

 あり，これに開口部を含む外壁・屋根を加えるとそれぞ

 れ過半（50～63％）を占める。これら4例の残りの支出に

 は，各事例の特徴が現れているが，エントランスを含む

 共用部（事例1）や建物の足元廻り（事例2）を中心と

 するもの，各住戸内の設備の近代化（事例3，4）を中心

 とするものに大別できる。

 　一方，事例8（アメリカ）では，省エネルギー性向上の

 ための工事を含んでいないため，外壁・屋根，断熱関係

 の支出はそれほど大きな位置を占めず，共用部と專用部，

 外部と内部，すべてを対象にした総合性にその特徴があ

 ることが表からも明らかである。

 　日本では，他国の事例のように多種の工事内容を含む

 再生事例が殆ど見られず，そのことは表中の事例5，7の

 内容に明らかに表れている。

 表3－1

 3．再生工事の経済的成立条件

 3．1再生工事の財源種類

 　集合住宅の場合は共用部分を持っていること，更に賃

 貸住宅の場合は貸主と借主の権利が混合することから，

 再生工事の財源は一般に複雑な構成となる。また，建設

 当初に予想していた以上の支出を要することが多く，受

 益者負担の原則だけでは有効な再生工事が成立しにくく，

 住宅政策の転換とも関連して，公的な援助のあり方が重

 要になる。このような観点からここでは各国で見られる

 財源種類と各事例におけるその構成を明らかにする。

 　再生工事の財源は，居住者或いは所有者の負担か否か

 という観点から表3－1に示すように，自己資金，公的資

 金の2つに区分することができる。自己資金には，自己

 一時金，家賃等と同様に徴収される積立金，市場金利で

 の借入金がある。表3－1中には，各国事例で見られた財

 源名を，対応する財源種類の欄に整理しているが，積立

 金に相当するものはアメリカの事例8以外の5事例で見

 られる。公的な金融機関からの低利借入金は，市場金利

 との差に相当する部分を国，地方自治体等が補填してい

 るため，自己資金と公的資金の双方を含む財源と見傲す

 のが適当である。日本では住宅金融公庫からの借入金が

 これに当たるが，こうした低利借入金の利用は，ほとん

 ど公的資金（補助金）のみで遂行された事例8を除く5

 事例すべてに見られる。一方，公的資金としては補助金

 が挙げられるが，国，地方自治体からのものの他に，家

 事例に見られる再生工箏の財源種類と各国制度

 事例  1（デンマーク） 2（フランス） 3，4（ドイツ  5（日本）  8（アメリカ）

 自己一時金  i　i　i　i　‘ 一　．　・　・　一 ・　・　一　・　． 一　一　一　一　一 ■　一　■　一　一

 自己資金  積立金  非営利住宅協会 HLM（適正家賃住 積立金  管理組合
 一　一　一　1　一

 ‡2  宅組織）  （18000円／戸・月）

 借入金  ・　一　1　　1　■
 民問銀行

 ．　．　・　　I　・ 一　．　一　・　一 クレスター銀行

 I  （市場金利）  （返済15ヶ月／9％）

 ←低利借入金  抵当証券会杜  貯蓄供託金庫  特別融資  住宅金融公庫
 一　一　・　一　一

 （返済30年／7％） （返済15年／5．8％） （4．25％）  マンション共用部分1

 市の融資（返済 他の公共銀行  フオームトン

 I
 50年／無利子） （6．5％）  （返済6年／4．2％）

 公的資金  互助的補助金  建築ミス財団  ■　■　・　一　1 ・　…　　　　　　　　一 一　一　■　　一　■ 一　・　…

 補助金‡1  一　1　■　■　一
 国（P．A．LU．L0．S） 自治体または州 一　．　．　・　． 肌D（米国住宅都

 及び地方自治体  市開発省）

 （返済15ヶ月／9％）

 肌D（米国住宅都

 注：．1家賃補助の扱いは難しいがここでは補助金に含める。
 　．2修繕積み立ては法律で義務づけられている。r建物が患化して住めなくならない」ように積み立てる必要があるが，積立金額はいくつかの
 　　還択肢から住民が還ぶことができる。例：1982年建築のもので家賃の4％。
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主である非営利住宅協会等の連合組織が支出する互助的

補助金（デンマークの事例1）も見られる。又，再生工

事費の一部を家賃の上昇によって補填し，居住後家賃補

助という形で公的資金を導入するものも，ここでは補助

金に含めている。日本を除く4カ国では，第1章で触れ

たようにマスハウジング期の集合住宅における公共賃貸

住宅の中心性が強く，典型的な再生事例としてそれらを

選んでいる訳だが，このこととも関連していずれにおい

ても公的資金の利用が見られる。日本の典型的な例とし

て選択した民間分譲住宅（事例5）の場合には公的資金

の利用は見られないが，民間・公共，分譲・賃貸の別を

問わず集合住宅の杜会資産としての公共性をどのように

捉えるかは，公的資金の導入法と関連して今後の重要な

課題である。

3．2再生工事の財源構成

　図3－1には，調査対象とした8事例の財源が前節で述

べた種類毎にどのような構成となっているかを示してい

る。デンマークの事例1については，国からの補助や低

利融資を行う上での枠組みが異なる三種類の工事（外断

熱を中心とする住棟の大規模補修，屋上増築による新住

戸の追加，外部環境の整備）から成り立っているため，

三つに分けて各々の構成を示す形を取った。又，ドイッ

の事例3，4については，事例単位での細かな収支関連情

報の入手が困難であったため，これらの事例を含む旧東

ドイツ公共住宅の再生工事の平均的な財源構成を示して

いる。

　住棟工事を中心とする再生事例（1，2，3，4，5，

7，8）について見ると，日本を除く各国において補助

金の比率が27～98％とかなり大きな値を示していること

が特徴的である。これは各国において，マスハウジング

期に建設された集合住宅が物理的な劣化だけでなく各種

の杜会問題を経験していること，そしてその解決が国家

的な課題となっていることを示唆している。特に，アメ

リカの事例8は，公共賃貸住宅経営による州政府財政の

圧迫及びコミュニティの崩壊や犯罪の頻繁な発生といっ

た杜会問題から，公共賃貸住宅を住民組織と強い関係を

持つ非営利団体に払い下げる形で再生を図る方法の典型

的な例であり，ほとんどの支出が補助金によって賄われ

ている。

　一方，自己一時金，積立金，借入金から成る白己資金

の比率に目を転ずると，欧米4か国ではO～33％とかな

り低い値に止まっている。これに対して，日本の事例

5，6は民間分譲住宅であるという特性とも関連して，そ

れぞれ43％，100％という高い値を示している。’しかし，

日本においても，今後多くの集合住宅において再生工事

の必要性が高まるものと予想され，将来老朽化した集合

住宅のスラム化の危険を指摘する説が少なくないことも

考え合わせると，再生工事実績の多い他国に見られるよ

うな多様な財源の確保に向けての政策検討が重要である

と思われる。

4．再生工事の組織的成立条件

所有者，居住者の財政或いは家計上の判断や各種手続

團巫唖国

・一蝦割1㎝。

d2　（20．O”）

國1（D）匡巨璽1

（7．0覧）

d（93，O頸） d（100．0”）

　　　　團廼　　　　　　　團囮

　　　　　　blll：1：：凄ぺ㎜壌舳

d（33．眺）

塵廼（J）大憂塵亟　　　　　　事例6（』）住戸内改修B

a（100．0竈）

事例7（J）2戸1改造C

d（1㏄．0覧）

函

　c（2．2竈）

f（97．8完）

a一自己一時金
b關積立金
C口借入金
d魎低利借入金
e囲互助的補助金
f■補助金

　　図3－1　8事例の再生工事内容の財源構成

事例1は異なる事業として実施された3つを別々に示している
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きの煩雑さに対する判断，個別性の強い再生工事独特の

要求条件に対応するための専門家の知識や技術，更には，

行政機関の社会経済的効果に関する政策的判断や誘導方

法等，既存集合住宅の再生工事の場合には一般に新築工

事の場合よりも意思決定に関わる．主体が多く，その過程

は複雑になり易い。従って，再生．工事を有効なものとし

て成立させる条件として，前章に示した経済的なそれと

ともに，意思決定過程を混乱や矛盾のない形で組織化す

ることが重要となる。

　図4－1には，分譲住宅における一住戸f専有空間内の工

事に過ぎない事例6（日本）を除く7事例（ドイツの事例

3，4はほぼ同様であるため一つの図に集約している）に

ついて，意思決定に関わった主体と過程を整理している

が，ここでは主として欧米4か国の事例について，特に

住民組織の主導性と行政機関の役割という視点から分析

を加えることとする。

　欧米の5事例はいずれも賃貸住宅であるが，共通して

「入居者民主主義（tenant　democraｃly）」が重視されて

おり，意思決定において住民組織の主導性が強く表れて

いる。

　デンマークの場合，集合住宅新築時の最も一般的な供

給主体である非営利住宅協会の経営自体に住民が参加す

る形がとられており，再生工事の着手や内容に関する決

定は，該当する団地の住民組織である協会支部の合議事

項に基づいて，他支部の代表をも交えた支部代表者会議

で成される。

　フランスでは，第1章で触れたように公共住宅の再生

事業は’70年代末より計画的に実施されており，再生事業

の決定に行政機関（事例2では図中0）エルヴィール・サ

ン・クレール市）が果たす役割は大きい。そのことは前

章図3－1で見られた補助金及び公的低利融資利用の比率

の高さ（事例2：計91％）にも顕著に表れている。ただ

し，国からの補助金は市が住民との協力で事業を行うと

いう条件付きで執行されるものであり，居住者代表を含

む都市計画公共事務所（事業毎に設置されるもの）が，

居住者全員の意思確認に基づいて実施計画を立案する等

（図中事例2の記述5．），やはり住民組織の主体性は尊

重されている。

　ドイツの事例においても，この非営利住宅協会に当た

るものとして中央住宅公社を中心とする体制が整えられ

ており，住民組織の役割はほぼ同様である。但し，ドイ

ツの事例は，旧東ドイツにおいてマスハウジング期に建

設された集合住宅を民間団体に払い下げる政策の一環と

しての再生事例であり，行政機関（地域市庁）が最終決

定に関与する形をとっているという点でデンマークとは

異なる。

　アメリカでは，行政機関であるHUDが所有・管理して

いた集合住宅を民間に払い下げると同時に，建物とコミ

事例5（日本）大規模改修A

公的団体　　自治体国　　住民旭讐　管理会杜　設計箏筍所　”発集者　ゼネ］ン

1．管理組合は　　　　　　管理組合簑後20年目の
犬蜆慎讐むに
筍えて邊吻保
全委貝会壱つ　　鷺吻保全委貝会
くる。

（社）日■住宅管理簑協
会・マンション保全診
断センター

2．邊物の劣化状況を把擾
するために，竈査診断を
主な集苗とするマンショ
ン保全診断センターに訓
査診断を依媚する。

H二1ミュニ
ティー

3．この集含住
宅を遺てた竈
設会杜の系列
の管理会社に
訓査診断を依
頼する。

事例7（日本）■1戸一一改造　C

N設計及ぴ
K設計

4。股計■章所に
旧査診断犀び工
箏内容等ρ計回
を依順す釦ユ
忽的にこρ診断
緒果を採用する。

丁遺設

5・篶誌により赦工集者の卿
を行い各社に見竈りを擾出さ
せ，■ユ的に上位4社による
プレセ．ンテーシ・ンで丁処設が聰出
される。

公的団体　　自治体　　国　　住民組篶官理会社　股計■む所　閉発集者　ゼネコン

　　　　　　　1。公団では昭和50隼代に管理を”始した住宅団地に匿塞ヨ　；㍊葦膿蟻霊鴬ζ鴛

　　　　　　　コ貸住宅ストックの活用方針を立てている（ライフ
　　　　　　　アツプ作伐の一鼻）。L……　宅　都市籔伽　　　　　　　実行にあたっては，まず碁砧蘭査により工■対象を
　団計画楳　　　　　　　邊定し・基本計回及び基本設計を行う。
　　　　　　　　　　　　　　■　一　■　’　■　■
　　　　　　　　　　　2一実施設計を£纂■窃所に依順す1る百

　　3・実施設計をもとに設計見竈りを作
　　成し．工卿務所に］刀を依順する。

住宅・都市蛙㌃公　　　　　　　　　　　　　＿」
　　　　　　　　1一　　■　　■　　■　　1　　’　　■団・工卿訪所

4工卿務所は入札により訂負彙者を決定
する。

L一一　　　　　　・一一一一一一÷

5。住宅・都市蛙勺公団膿倶．同没
η程．同工岬む所，及ぴ鵬■む
所の■■のもと施工を行う。

図4－1　7箏例の意恩決定過程
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事例1 （デンマーク）

公的団体自治体 住毘組む

非営利住宅
旭会

○

言

［董
　　部代衰
　　会’

2・自治体の舳賢，順を利用
して外杣の再讐勺を行う螂
きが出る。

竈負家櫨■会

3．招会主催の］ンペ
で，計画鐵をリ箏す
る。

事例3，4 （ドイツ）

公的団体自治体 住民組む

中　央　住　宅　公　社
（Wo㎞㎜ggb阯1g舳119ch汕
Mi皿o）

地む市庁合管理組讐
（Loc81　Ciり
Admhk－mdon）

県及ぴ辿邦政府

2．県及ぴ迎邦政府に対し
て舳責の申竈を行う。

事例2（フランス）

蔓畑む　管理会社　股計■む所　”発薫者　セ．ネコン公的団体　　自治体　　国　　住民螂

1・住民により辺官されている支部辺営肌M（コ正 1．1
…二）委貝会では宇算の値園内で以下の3つ家■住宅 ね
について決定oを有している。
・支部の営むと改讐の竈狽

組篶）

］モンハウスの但用讐理
・支部での鎮藁、余6の活聰
また．年に÷回”かれる支部代表着会 て
竈で支部代象者は非官利住宅旭会に対
し冒求箏項を発言することができる。

体の舳賢，順を利用
エルヴィー

杣の再讐勺を行う螂 ル・サン’ク
レール市

る。
2．HLMに対して政
治的佑胆を持つ市

ビーロムゴー
4．コンペの緒が，社会的凪饒の忌都市計画公共

（設計■む所）
果、当社が遺出化を抑制するぺき■む所
される。 讐能を果たしてい

ないと訴え■簑の
ヨーサル．5．この3社が共■手に向けて圧カ
ベック．トム同で現状引査をかける。
スン（設計■を行う。
む所） 5・都市計画公共■む所ではワークショ・

き．具体的な内容の決定を行う。具体
内容は以下に示すものである。
・眉住者への■前0査

6．さらに当社に’螂家との会含
ビエク＆クロー”査診断を依順・尼示会ポー（心造コンサして．＾帖的な’テストエ■
ルティング会社）計画真を提出す・外部空閻の工■への層住者の参加（凪

る。 ・遺物入りロホールの型口作成への子4
参加

事例8（アメリカ）

む　管理会社　設計■む所　”発簑者　ギネ］ン公的団体　　自治体　　国　　住民楓

1．団地の劣化に対応
するために．住民魍ベニングパ・

1。む々な自由組むが存在し，螂が作られる。ク住民組む

それらと中央住宅公社に （B　P　NA」
住民
よって同生■簑が計回され B㎝皿io9肋i

る。 米団住宅都市Mφb01hOO
”発省（HUD：κ9㏄舳㎝）
血oUSDG岬t・
moIlt　of　Hou9・2一住民自身が団

理組讐 i㎎’od　U－b8■所有し盲理する
H811 De｝61opm8皿t）の会社を作るよ

H㎜から住民に
て冒訓がある。

3．脾豪に設計を依順4．EPNAとジュビリーエンタ‘プラ
ベニングパー

する。 イズとの固の合竈
クネイバー

により．団地の斯
フード会社

計o者及ぴ たな所有者となる
（E　P　N　C：

膿豪 BPNCが設立され
肋m軸肋一
M軸b舳oo

る。 C岬o伽㎝）

エンジニアリング

匡

4一ゼネコンに対して工■を発注する。

5．払㌧
者及び
イズカ

住艮旭篶讐理会社設計■む所　眈発簑者　セ．ネ］ン

1．簑含住宅において以下のような問口点が砧8さ
れる。
・肌Mと住民との囚係の忌化
・肌Mのo物への官理不行き届き
・裕福な家旗の流出
・先に眉住していた宗なが住宅を特佑的に使用し
ていること
　空き家率（16％）と回転率（25％）が日いこと
£物の狽り

住民

3．r住幻境と社会生活」と呼ぱれる手
れきの一聰として同生■簑が■手さ
れる。この手碗きにより．市が佳民と
の櫨カで■集を行うという条件付き
で，国から饒助金が出され㍍

4肩生工■を行うにあたり．特に凸ぱれた人の
他。市役所の技術者と眉住者により．都市計画
公共■む所を没■する（市と肌Mから給料が
支払われる）。

5都市計画公共■む所ではワークソヨップを閃
　　具体的な内容の決定を行う。具体的な活助

アルカン民固設計
■む所

CGME工む店

外部空閻の工■への層住者の参加（凪用対竈）
遺物入りロホールの型口作成への子供たちの

6．設計はアルカン没計■む所
が．施工はCGME工む店がそれ
ぞれ行う。

住民組む管理会社設計■む所開発簑者セ．末コン

ベニノグパー

BG0㎜o9肋ik
Mφb01hOOd

2住民自身が団地を
所有し盲理するため
の会社を作るよう．
HUDオ、ら住民に対し

ジュビリー工・ン
ターブライズオ
プグレイターワ
シントン
（Jubi1㏄阯．ト
P－ige　of　GI08－3－
W㎜阯軸㎝）

ベニノグパー
クネイバー

肋mio8P8－k
N81ghbo一、ood

3・HpDの
暮竈に対
して。多
く9低所
得看住宅
団φを再
生レ讐理
し了きた
当牡に計
○を依獺
する。

スミスィー社
（HG．Smi岬）

エリック・
コルパー
ト社（阯c
Colbo㎡＾■d
A”㏄hω）

モナーク
杜（M㎝“c軸

5払い下げに伴う再生工■の具休的内容の決定や設計
者及び施工者等の手配は全てジュビリ’エンタ‘プラ
イズが行う。

（図4－1のつづき）
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ユニテイの再生のために補助金を支出する方式が見られ

るが，事例8はその代表的な例である。この例では，住

民自身が設立する非営利団体に払い下げることが前提と

なっており，住民組織が，再生事業を専門に手掛ける民

間の非営利団体（図中事例8のジュビリーエンタープラ

イズ）との合意に基づき新設した団体（図中のBPNC社）

が将来の所有者として意思決定過程を主導した。住民の

意思を反映させる仕組みとしては，前3か国と同様のも

のと理解できるが，行政機関ではなく再生事業を専門に

手掛ける民間団体が事業の円滑な遂行に大きな役割を果

たしている点で特徴的である。

　再生工事の設計及び施工を担当する事務所及び建設業

者については，これら4か国ともに建築投資に占める再

生工事（ここでは新築でない工事の意で，Euroc㎝st．の

統計では“renovation＆modemization”とされている）

の比率が高く（例えば，Euroconst．の1992年統計でデン

マークは約60％，フランス・ドイツは約50％），再生工事

を専門に手掛ける者が多く存在しているという点で，日

本とは市場環境が大きく異なる。各事例（図の1，2，

3，4，8）で見られる設計事務所，建設業者もそうし

た専門性の強い組織である。今回の調査では，これら専

門業社の選定方法や契約方式の詳細は対象にしていない

が，デンマークの事例1において建築家協会主催のコン

ペ方式で再生設計者が選定されている事実は特筆すべき

ことと考えられる。

5．まとめ

5．1国際比較における日本の特殊性

　今回の調査研究で改めて明らかになった日本の特殊性

としては，①新築主体の住宅供給政策から既存住宅再生

事業主体の住環境整備政策への転換の遅れ，②居住水準

の向上を図る住棟単位での大規模な再生事例の少なさ，

③再生事業に関する意思決定を進める組織上の定形の不

在，④再生事業に対応する専門的な産業の未成熟状態の

4点が挙げられる。こうした特殊性の背景には，他国と

比較して今日も尚旺盛な新築市場が存在すること，既存

集合住宅の老朽化や陳腐化に伴うコミュニテイ崩壊等の

杜会問題が顕在化していないこと，更に，繰り返し述べ

たこととして，公共賃貸住宅の中心性が低く政策的な誘

導に困難が伴うことがある。

　しかし，今後マスハウジング期に建設されたものを中

心に既存集合住宅の再生に対する需要が急速に拡大する

ことは容易に予想できるところであり，本研究で明らか

になった他国における再生事業の内容の多様性，それを

成立させる経済的環境の整備のあり方，また，住民の意

思と専門家の知識を反映させる事業推進組織のあり方に

基づき，日本において適用可能な方策の検討・議論を進

めることが肝要と考える。具体的には，①目的別再生手

法の整理（表2－1に関連）と各手法のコスト目標の設定

（表2－2に関連），②再生事業への公的資金導入の論理

と方法（表3－1，図3－1に関連），③住民組織の運営と

そこへの専門知識導入の方法（図4－1に関連）を立案す

るための基礎資料として本研究の成果が適用可能である。

5．2国際的な研究課題

　これからの集合住宅の再生事業のあり方を考える上で

重要でありながら，本研究で対象範囲に含めなかった事

項は少なくない。その中で特に重要と考える事項を今後

の国際共同研究の課題とレて以下に整理する。

①再生事業については新築物件のように建築関連雑誌等

に各種情報が公開される機会が少なく，経験の蓄積，共

有が進みにくい点は各国に共通している。今回の研究目

的には，再生事業の一般的な状況把握と少数の詳細な事

例調査で十分に対応し得たと考えるが，より細かな技術

的検討にはより多くの事例情報の収集が必要である。

②各国において再生事業を専門領域とする職能，企業が

成立しつつあるが，それらが専門家として成立するため

に必要な基礎知識や実践的な技術内容は明らかになって

いない。技術的な洗練，専門家の育成という観点からも

これらを明らかにし，体系的に整理する必要がある。

③他国における再生事業への大規模な公的資金導入は，

フランスの「石（建築の意）への援助から人への援助へ」，

あるいはドイツ，アメリカの公共住宅払い下げ等，大き

な政策転換に根ざしている。しかし，こうした転換とそ

れに伴う公金支出がどのような財政的枠組みから可能に

なっているかは，本研究で不明なままに残されている点

である。先進国の経験を，フロー型社会からストック型

杜会への移行に伴う財政転換の類型として整理する必要

がある。
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